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附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引期末残高 摘 要
当期償却額

建物 98¶803¶161 ` 44¶665¶142 54¶138¶019 24¶566¶735 4¶052¶095 29¶571¶284

有形固定資産
（償却費損益内）

構築物 498¶449 ` 498¶449 ` ` ` `

工具器具備品 88¶795¶724 8¶594¶775 9¶879¶953 87¶510¶546 62¶353¶425 9¶833¶746 25¶157¶121

計 188¶097¶334 8¶594¶775 55¶043¶544 141¶648¶565 86¶920¶160 13¶885¶841 54¶728¶405

非償却資産 土地 72¶705¶996 ` 72¶705¶996 ` ` ` `

有形固定資産合計 計 260¶803¶330 8¶594¶775 127¶749¶540 141¶648¶565 86¶920¶160 13¶885¶841 54¶728¶405

電話加入権 302¶000 ` ` 302¶000 ` ` 302¶000

無形固定資産 ソフトウェア 770¶650¶822 1¶575¶000 ` 772¶225¶822 578¶705¶926 124¶758¶130 193¶519¶896

計 770¶952¶822 1¶575¶000 ` 772¶527¶822 578¶705¶926 124¶758¶130 193¶821¶896

金銭信託 88¶686¶829¶285 6¶686¶000¶000 762¶423¶728 94¶610¶405¶557 ` ` 94¶610¶405¶557 注１

投資有価証券 46¶773¶935¶604 4¶549¶082¶491 ` 51¶323¶018¶095 ` ` 51¶323¶018¶095 注１

敷金・保証金 85¶059¶412 ` ` 85¶059¶412 ` ` 85¶059¶412

投資その他の資産 未収財源措置予定額 385¶480¶000¶000 86¶000¶000¶000 71¶280¶000¶000 400¶200¶000¶000 ` ` 400¶200¶000¶000 注２

破産・更生債権等 97¶702¶483 ` 16¶025¶943 81¶676¶540 ` ` 81¶676¶540

貸倒引当金（�） � 80¶970¶173 ` � 3¶624¶719 � 77¶345¶454 ` ` � 77¶345¶454

計 521¶042¶556¶611 97¶235¶082¶491 72¶054¶824¶952 546¶222¶814¶150 ` ` 546¶222¶814¶150

合 計 522¶074¶312¶763 97¶245¶252¶266 72¶182¶574¶492 547¶136¶990¶537 665¶626¶086 138¶643¶971 546¶471¶364¶451

_金銭信託 94¶610 94¶610 `

`投資有価証券 51¶323 52¶937 1¶614

a未収財源措置予定額 400¶200 405¶974 5¶774

b破産・更生債権等 81

貸倒引当金 � 77

4 4 `

c一年以内返済長期借入金 (70¶700) (71¶334) (634)

d民間資金借入金 (329¶500) (334¶639) (5¶139)

~ 負債に計上されるものは、（ ）で示しております。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\有価証券、_金銭信託、`投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格又は信託会社から提示された価格によっており
ます。

なお、投資有価証券については、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準
注解」（平成12年２月16日）第27の規定により償却原価法に基づいて算定された価格をもっ
て貸借対照表計上額としております。
]農地等割賦売渡債権、^農地等取得資金貸付金、b破産・更生債権等
これらの債権については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３
月10日）及び「預金等受入金融機関に係る検査マニュアルについて」（平成15年２月金融庁
検査局長）に準拠して貸倒引当金を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表
価額から現在の貸倒見積額を控除した額に近似しており、当該価額をもって時価としてお
ります。
a未収財源措置予定額
未収財源措置予定額は、一年以内返済長期借入金と民間資金借入金の合計金額であるこ
とから、それぞれの時価を合計して算定する方法によっております。
c一年以内返済長期借入金、d民間資金借入金
これらの時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。
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